
回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） 66,139 75,447 76,873 79,175 83,949

経常利益 （百万円） 3,810 4,563 4,872 4,679 4,851

親会社株主に帰属する

当期純利益
（百万円） 2,284 2,414 3,265 3,272 3,302

包括利益 （百万円） 2,263 2,298 3,519 3,453 3,400

純資産 （百万円） 32,066 33,285 35,920 38,350 40,566

総資産 （百万円） 56,009 58,163 60,975 65,247 69,235

１株当たり純資産 （円） 1,170.84 1,227.81 1,327.57 1,419.62 1,503.22

１株当たり当期純利益 （円） 87.26 94.75 128.02 128.02 128.95

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 87.23 － － － －

自己資本比率 （％） 53.7 53.8 55.6 55.7 55.7

自己資本利益率 （％） 7.7 7.9 10.0 9.3 8.8

株価収益率 （倍） 11.7 10.6 10.1 11.1 11.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,227 3,961 4,214 5,840 2,795

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,373 △1,389 △2,054 △1,693 △2,803

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △22 △2,025 △1,083 △531 △37

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 10,164 10,733 11,836 15,476 15,480

従業員数
（人）

1,215 1,278 1,373 1,423 1,531

（外、平均臨時雇用者数） (95) (93) (98) (85) (89)

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

（注）１  第71期以降に係る潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

２  「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を第73期の期首から適用しており、第72期以前に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計基準に

ついては第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）については第65-２項(2)ただし書きに定める経過

的な取扱いを適用しております。この結果、第73期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基

準等を適用した後の指標等となっております。
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回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 2025年３月 2026年３月

売上高 （百万円） 48,824 55,194 55,967 56,261 58,258

経常利益 （百万円） 3,375 4,083 4,197 3,935 4,129

当期純利益 （百万円） 2,188 2,858 2,863 2,872 2,802

資本金 （百万円） 2,666 2,666 2,666 2,666 2,666

発行済株式総数 （千株） 26,344 26,344 26,344 26,344 26,344

純資産 （百万円） 28,264 29,983 32,000 33,830 35,511

総資産 （百万円） 52,006 53,663 55,654 58,800 60,747

１株当たり純資産 （円） 1,099.93 1,176.78 1,253.29 1,321.99 1,385.28

１株当たり配当額
（円）

32.00 34.00 40.00 46.00 52.00

（内、１株当たり中間配当額） (16.00) (17.00) (20.00) (23.00) (26.00)

１株当たり当期純利益 （円） 83.58 112.17 112.24 112.35 109.41

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） 83.55 － － － －

自己資本比率 （％） 54.3 55.9 57.5 57.5 58.5

自己資本利益率 （％） 7.9 9.8 9.2 8.7 8.1

株価収益率 （倍） 12.2 8.9 11.5 12.7 13.7

配当性向 （％） 38.3 30.3 35.6 40.9 47.5

従業員数
（人）

733 754 801 815 829

（外、平均臨時雇用者数） (38) (37) (38) (31) (27)

株主総利回り （％） 98.1 99.9 130.6 147.4 159.3

（比較指標：配当込みTOPIX） （％） (102.0) (107.9) (152.5) (150.2) (202.2)

最高株価 （円） 1,098 1,095 1,336 1,462 1,748

最低株価 （円） 930 954 973 1,143 1,205

(2）提出会社の経営指標等

（注）１　第71期以降に係る潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

２　第74期（2026年３月期）の１株当たり配当額52.00円のうち、期末配当額26.00円については、2026年６月

24日開催予定の定時株主総会の決議事項となっております。

３　最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以

前については東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

４　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を第73期期首から適用しており、第72期以前に係る主要な経営指標等につ

いては、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。なお、2022年改正会計基準につ

いては第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱いを適用しております。この結果、第73期以降に係る主

要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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年月 概要

1953年１月 株式会社近藤商店を資本金2,500千円をもって設立し、本社を大阪市大正区泉尾に設置、船舶用金物

の製造並びに販売を開始

1955年９月 商号を近藤鉄工株式会社に変更

1956年４月 本社用地内工場でシャックルの生産を開始

1957年４月 東京出張所（現  東京支店  東京都江東区）を東京都中野区に開設

1962年７月 東京工場を東京都江東区に開設、ターンバックルの生産を開始

1964年３月 名古屋出張所（現  名古屋支店  名古屋市中川区）を名古屋市熱田区に開設

貿易部（現  海外営業部）を本社内に開設

1965年４月 福岡出張所（現  福岡支店  福岡市東区）を福岡市に開設

1966年８月 札幌出張所（現  札幌支店  北海道石狩市）を札幌市に開設

1966年11月 九州工場を福岡県直方市に開設（本社工場及び東京工場を閉鎖）

1967年12月 足場吊りチェーンの生産を開始

1970年７月 仙台営業所（現  仙台支店  仙台市若林区）を仙台市に開設

1970年11月 広島出張所（現  広島支店  広島市安佐南区）を広島市に開設

1971年２月 九州工場において社団法人仮設工業会、つりチェーン部門認定基準第一号合格

1971年９月 大阪営業所（現  大阪支店）を大阪市西区に開設

1973年10月 土木用、建設用金物及び鋲螺の製作並びに販売を開始

1974年２月 本社を大阪市大正区泉尾より大阪市西区北境川（現  西区境川）に移転

1974年３月 大阪中小企業投資育成株式会社の出資を受ける

1980年６月 横浜営業所（現  横浜支店）を横浜市港北区に開設

新潟営業所（現  新潟支店  新潟市東区）を新潟市に開設

1985年５月 九州工場において、建築用ターンバックルの日本工業規格（現  日本産業規格）表示許可を取得

1985年10月 新規事業部（現  東日本鉄構営業部・西日本鉄構営業部）を本社内に開設し、鉄骨加工業界など新市

場の開発を手がけ、京阪神地域で営業活動を開始

1986年10月 合成樹脂、工業用プラスチック製品、紐、袋、シート等の販売を開始

1988年10月 新規事業  関東営業所（現  関東支店  埼玉県川越市）を埼玉県川口市に開設

1989年１月 商号をコンドーテック株式会社に変更

1989年９月

1990年５月

新規事業  大阪営業所（現  関西支店）を本社内に開設

新規事業  中京営業所（現  中京支店）を愛知県一宮市に開設

1991年５月 関東工場を茨城県結城市に開設

1991年６月 新規事業  北関東営業所（現  北関東支店）を関東工場内に開設

1992年７月 札幌工場（札幌支店内）を開設

1995年４月 大阪証券取引所市場第二部に株式上場

1996年４月 関東工場において、建築用ターンバックルの日本工業規格（現  日本産業規格）表示許可を取得

1996年11月 九州工場第２工場完成

1999年７月 東京証券取引所市場第二部に株式上場

1999年９月 関東物流センター（関東工場内）を開設

1999年12月 九州工場  ISO9002認証を取得

2001年９月 関東工場  ISO9002認証を取得

2002年11月 関東工場  ISO9001認証を取得

2003年２月 九州工場  ISO9001認証を取得

2003年９月 ホームセンター事業部（現  ホームセンターグループ  大阪市港区）を本社内に開設

2007年５月 滋賀工場を滋賀県蒲生郡に開設

2007年９月 滋賀工場  ISO9001認証を取得

2007年11月 札幌工場において、建築用ターンバックルの日本工業規格（現  日本産業規格）表示許可を取得

2008年１月 滋賀工場において、建築用ターンバックルの日本工業規格（現  日本産業規格）表示許可を取得

2008年12月 札幌工場  ISO9001認証を取得

2010年４月 三和電材株式会社（現・連結子会社）の株式取得

2011年３月 九州工場において、構造用アンカーボルトの日本工業規格（現  日本産業規格）表示許可を取得

２【沿革】
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年月 概要

2011年４月 東京証券取引所及び大阪証券取引所市場第一部銘柄に指定

2011年９月 滋賀工場において、構造用アンカーボルトの日本工業規格（現  日本産業規格）表示許可を取得

2011年11月 関東工場において、構造用アンカーボルトの日本工業規格（現  日本産業規格）表示許可を取得

2011年12月 当社株式が東京証券取引所貸借銘柄に選定

2012年４月 札幌工場において、構造用アンカーボルトの日本工業規格（現  日本産業規格）表示許可を取得

2012年11月 KONDOTEC INTERNATIONAL(THAILAND) Co.,Ltd.（タイ・バンコク市）（現・連結子会社）を設立

2013年４月 鉄道環境グループ（現  鉄道グループ  大阪市港区）を本社内に開設

2013年７月 東京本社を東京都江東区に設置し、大阪と東京の二本社制へ移行

2014年８月 中央技研株式会社（現・連結子会社）の株式取得

2017年７月 ｅコマースグループを本社内に開設

2018年９月 滋賀工場 ISO14001認証を取得

2019年２月 ヒロセ興産株式会社（現  テックビルド株式会社）（現・連結子会社）の株式取得

2020年２月 東海ステップ株式会社（現・連結子会社）の株式取得

2020年３月 関東工場 ISO14001認証を取得

2020年６月 監査等委員会設置会社へ移行

2021年１月 株式会社フコク（現・連結子会社）の株式取得

2021年４月 日本足場ホールディングス株式会社（現・連結子会社）を設立

2021年10月 栗山アルミ株式会社（現・連結子会社）の株式取得

2022年１月 九州工場 ISO14001認証を取得

2022年４月 東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移行

2022年７月 札幌工場 ISO14001認証を取得

2024年10月 上田建設株式会社（現・連結子会社）の株式取得

2025年４月 環境エネルギーグループを東京都江東区に開設

2025年11月 鈴東株式会社（現・連結子会社）の株式取得

2025年12月 琉球ブリッジ株式会社（現・連結子会社）の株式取得
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セグメント 事業内容 主要な会社

産業資材
金物小売業を中心に、土木・建築資材、

機械装置等の製造・仕入販売をしております。

当社

KONDOTEC INTERNATIONAL(THAILAND)Co.,Ltd.

中央技研株式会社

栗山アルミ株式会社

鈴東株式会社

琉球ブリッジ株式会社

鉄構資材
全国の鉄骨加工業者向けに、建築関連資材の

製造・仕入販売をしております。
当社

電設資材

家屋、ビル、施設、工場などの建設に携わる

電気工事業者や家電小売店向けに電設資材の

仕入販売をしております。

三和電材株式会社

足場工事

工務店や中堅ゼネコン向けに、足場架払工事

及び仮設足場機材の仕入販売、レンタルを

しております。

日本足場ホールディングス株式会社

テックビルド株式会社

東海ステップ株式会社

株式会社フコク

上田建設株式会社

３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社11社で構成され、産業資材、鉄構資材、電設

資材及び足場工事の事業を行っております。

当社グループの事業の内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

なお、次の４部門は、セグメント情報に掲げるセグメントの区分と同一であります。

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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名称 住所
資本金

（百万円）
主要な

事業の内容

議決権の
所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）

三和電材株式会社
（注）３，４

名古屋市
西区

283 電設資材 100.0

当社の製・商品の一部を販売
し、当社に対して商品の一部
を販売しております。
役員の兼任2名
設備の賃貸借   有
資金の貸借取引 無

KONDOTEC INTERNATIONAL
(THAILAND) Co., Ltd.
（注）３

タイ
バンコク市

328 産業資材 99.9

当社の製・商品の一部を販売
しております。
役員の兼任2名
設備の賃貸借   無
資金の貸借取引 無

中央技研株式会社
滋賀県
犬上郡
甲良町

45 産業資材 100.0

製品の一部を当社に納入して
おります。
役員の兼任2名
設備の賃貸借   無
資金の貸借取引 有

日本足場ホールディングス
株式会社

東京都
江東区

50 足場工事 100.0

当社の製・商品の一部を販売
しております。
役員の兼任3名
設備の賃貸借   有
資金の貸借取引 有

テックビルド株式会社
東京都
大田区

210 足場工事
100.0

(100.0)

当社の製・商品の一部を販売
し、当社に対して商品の一部
を販売しております。
役員の兼任2名
設備の賃貸借   有
資金の貸借取引 無

東海ステップ株式会社
静岡県
藤枝市

100 足場工事
100.0

(100.0)

当社の製・商品の一部を販売
しております。
役員の兼任3名
設備の賃貸借   無
資金の貸借取引 無

株式会社フコク
仙台市
泉区

33 足場工事
100.0

(100.0)

当社の製・商品の一部を販売
し、当社に対して商品の一部
を販売しております。
役員の兼任3名
設備の賃貸借   無
資金の貸借取引 無

上田建設株式会社
北海道
苫小牧市

3 足場工事
100.0

(100.0)

当社の製・商品の一部を販売
しております。
役員の兼任2名
設備の賃貸借   無
資金の貸借取引 無

栗山アルミ株式会社
名古屋市
中村区

96 産業資材 75.7

当社の製・商品の一部を販売
しております。
役員の兼任2名
設備の賃貸借   有
資金の貸借取引 有

鈴東株式会社
東京都
千代田区

100 産業資材 100.0

当社の製・商品の一部を販売
し、当社に対して製・商品の
一部を販売しております。
役員の兼任3名
設備の賃貸借   無
資金の貸借取引 無

琉球ブリッジ株式会社
沖縄県
浦添市

8 産業資材 100.0

当社の商品の一部を販売して
おります。
役員の兼任2名
設備の賃貸借   無
資金の貸借取引 無

４【関係会社の状況】
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主要な損益情報等 (1)売上高 13,432百万円

(2)経常利益 720百万円

(3)当期純利益 498百万円

(4)純資産 5,313百万円

(5)総資産 7,672百万円

（注）１  「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２  議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合を内数で表示しております。

３  特定子会社に該当しております。

４  三和電材株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。

- 8 -

2026/06/19 19:21:56／25309163_コンドーテック株式会社_有価証券報告書（通常方式）




